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第１章  計画策定にあたって 

                                     

 

１． 計画策定の背景と目的 

 

 本市では、拡大する行政需要や住民ニーズの高まりにより、多くの公共施設等を建設

してきました。その結果、本市が所有する公共施設等は、本庁舎や山香、大田庁舎など

の行政系施設、小中学校や図書館、文化体育館などの教育・スポーツ系施設、道路や橋

りょう、上下水道などのインフラ施設等多岐にわたっています。 

これまでは、新しい公共施設をどのように整備していくかに重点が置かれ、施設の所

管課が、それぞれの施設特性（機能）に合わせて個別に対応してきました。 

しかし、今後それらの施設が急速に老朽化することが予想され、将来的には改修や建

て替え等に対する多額の財源確保が必要となり、財政を圧迫することが懸念されます。 

このような厳しい財政状況の中、少子高齢化の進行と人口減少に対応していくには、  

既存の公共施設をできるだけ有効活用し、時代とともに変化していく住民ニーズに適切

に対応していく必要があります。 

これらの現状を踏まえ、公共施設の実態を把握し、長期的な視点で、更新・統廃合・

長寿命化などを計画的に行うことを目的とします。 

 

 

２． 計画の位置付け 

 

国においては、インフラ施設①の老朽化が急速に進展することへの対応として、平成

25（2013）年 11 月にインフラ長寿命化基本計画②が策定され、これを受けて、平成 26

（2014）年 4 月の総務大臣通知において、地方公共団体に対し、速やかに「公共施設

等総合管理計画」を策定するよう要請がありました。 

このような国の動向を踏まえ、本計画を総務省の要請における「公共施設等総合管理

計画」として位置付けるとともに、杵築市の財政負担の軽減、平準化及び公共施設の適

正配置を実現するための基本方針として位置付け、今後の取り組みを行います。 

 

 

                                          

① 道路、橋りょう、上下水道等 

② インフラ施設の老朽化対策に関する政府全体の取り組みとして、「インフラ老朽化対策の推進に関する

関係省庁連絡会議」において国土交通省がとりまとめています。 
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３． 計画の対象範囲 

 

 この計画は、市有財産の内、公共施設（建物系施設）、インフラ施設を対象とし、今後の

公共施設等の維持管理に係る基本指針とします。 

 

 

 

 

４． 計画期間 

 

 公共施設等のマネジメント③においては、長期的視点での取り組みが必要であることから、

計画期間は、平成 28（2016）年度から平成 37（2025）年度までの 10 年間とします。 

 ただし、計画期間内であっても、必要に応じて適宜見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

③ 公共施設等を計画的かつ効率的に管理及び利活用する手法。 
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第２章  公共施設の現状と課題 

                                     

 

１． 公共施設の現状 

 

本市が所有する建築物の総延床面積は 190,675 ㎡で、市民一人当たり④の延床面積は

6.17 ㎡⑤、全国平均 4.83 ㎡⑥との比較では 1.28 倍になり、全国平均よりも多い状況と

なっています。 

また、一般的に建物の大規模改修を行う目安とされる築 30 年以上を経過した建築物

の延床面積は 76,186 ㎡と全体の 40.0％を占めており、老朽化が進行しています。 

建築用途別では、学校教育系施設の延床面積が最も多く、公共施設全体の 39.2％、

公営住宅が 13.8％、庁舎等の行政系施設が 8.6％を占めています。 

その他、インフラ施設（道路・橋りょう・上水道・下水道）については、その施設の

ほとんどが、一般的な耐用年数とされる 40～50 年目をまもなく迎えることとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

④ 人口については、平成 27（2015）年 3 月 31 日時点における杵築市の人口 30,887 人（住民基本台帳

より）で算出。 

⑤ 190,675（㎡）÷30,887（人）＝6.17（㎡／人） 

⑥ 公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果（平成 24（2012）年 3 月総

務省）。 
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２． 公共施設の課題 

 

 公共施設の現状から、一人当たりの延床面積の縮減や、延命措置の実施または取り壊

しによる公共施設の最適な配置の実現が今後の大きな課題となっています。 

 

年度別整備延床面積（公共施設） 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

⑦ 190,675 ㎡を四捨五入した面積 

 
19.1 万㎡⑦ 

旧耐震基準 
(1981 年以前) 

63.709 ㎡ 
33.4％ 

新耐震基準 
(1982 年以降) 

126.946 ㎡ 
66.6％ 

 
人口 
学校教育系施設 
市営住宅 

 
ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝﾝ系施設 
産業系施設 

 
子育て支援施設 
保健福祉施設 

 
医療施設 
行政系施設 

 
公園 
供給処理施設 

 
その他 
病院施設 
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建物面積の内訳 

 

 

 

種 別 面積(㎡) 割合 種 別 面積(㎡) 割合 

学校教育系施設 74,684 39.2% 産業系施設 4,421 2.3% 

市営住宅 26,397 13.8% 社会教育系施設 798 0.4% 

行政系施設 16,396 8.6% 消防施設 734 0.4% 

スポーツ・レクリエーション

系施設 
18,735 9.8% 公園 474 0.3% 

病院施設 14,168 7.4% その他 19,422 10.2% 

市民文化系施設 7,527 4.0%    

医療保健福祉施設 6,919 3.6% 合    計 190,675 100.0% 

 

 

 

 

 

 

学校教育系施設 

39.2% 

市営住宅 

13.8% 

行政系施設 

8.6% 

スポーツ・レクリ

エーション系施設 

9.8% 

病院施設 

7.4% 

市民文化系 

施設 4.0% 

医療保健福祉 

施設 3.6% 

産業系施設 

2.3% 

社会教育系 

施設 

0.4% 

消防施設 

0.4% 公園 

0.3% 

その他 

10.2% 

学校教育系施設 

市営住宅 

行政系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設 

病院施設 

市民文化系施設 

医療保健福祉施設 

産業系施設 

社会教育系施設 

消防施設 

公園 

その他 
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３． 人口の現状と課題 

 

本市の人口は、国勢調査の結果が残る昭和 35（1960）年頃より減少が見られ、平成

52（2040）年には、22,471 人と推計⑧されています。昭和 55（1980）年と平成 52（2040）

年と比較しても 35.9％の人口減少が推測されています。 

年齢構成別にみると、財政負担の中心的な役割を果たす生産年齢人口は、少子高齢化

の進展に伴い昭和 55（1980）年の 22,742 人から 49.3％減の 11,539 人、15 歳未満人

口にいたっては、ピーク時の 6,668 人から 64.8％減の 2,348 人と総人口の減少よりは

るかに大きく落ち込むことが予想されています。 

 小･中学校など対象人口が大幅に減少している施設では，施設余剰が発生しています。

反面，高齢者の増加により，新たなサービスの増加が予想されます。 

少子高齢・人口減少社会の進行に伴い，将来にわたって税収の減少と利用者の減少が

予想される中，扶助費や生活関連の公共サービスの需要増が見込まれています。 

 

 

 

 

                                          

⑧ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口」。（平成 25（2013）年 3 月推計） 

※Ｓ55（1980）～Ｈ17（2005）は、旧杵築市・旧山香町・旧大田村の合計数値。 

0
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40,000
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杵築市人口 

うち生産年齢人口 

１５歳未満 

△49.3％ 

△35.9％ 

△64.8％ 
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４． 財政の現状と課題 

 

（１）歳入 

● 本市普通会計における決算の推移（歳入） 

 

 

資料：各年度決算統計 

 

平成 26（2014）年度における歳入総額は 193 億円となっており、ピークであった

平成 24（2012）年度の 204 億円と比較して 11 億円減少しています。 

その主な要因は、市税収入の伸び悩みに加え、地方交付税の減少、指定管理者制度

の導入による施設利用料の減等です。 

このため、経常収支比率は 90％を超え、平成 25（2013）年度決算より 3 ポイント

も増加し、92.1％となり、財政の硬直化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

3,160  2,985  3,004  2,897  2,883  2,909  

2,150  2,368  2,444  2,790  2,328  2,716  

1,878  2,643  2,747  2,624  
2,288  2,028  

6,827  

7,441  7,476  7,455  
7,209  7,119  

4,184  

3,929  3,864  4,041  
4,096  3,873  

736  

733  693  633  
623  662  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26

その他の依存財源 

国県支出金 

地方交付税 

市債 

その他の自主財源 

市税 

（百万円） 
(合計) 

(18,935)  (20,099)  (20,228)  (20,440)  (19,427)  (19,307) 
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（２）歳出 

● 本市普通会計における決算の推移（歳出） 

 

 

資料：各年度決算統計 

 

歳出においては、合併後継続して実施してきた各種の大型事業により普通建設事業

費自体の高位推移とそれに伴う公債費⑨の増加、扶助費⑩等の社会保障費の増大等に

よるものです。 

 特に扶助費は、平成 21（2009）年度に約 21.7 億円であったものが、平成 26（2014）

年度には約 31.2 億円で 1.44 倍となり年々増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

                                          

⑨ 地方債元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費。 

⑩ 社会保障制度の一環として、生活困窮者、児童、老人、心身障害者等を援助するために要する経費。 

2,904 2,698 2,814 2,662 2,583 2,554 

2,174 2,724 2,758 2,861 2,866 3,118 

2,503 2,489 2,551 2,515 2,406 2,492 

2,682 
3,491 3,706 4,233 

3,633 3,400 

7,718 

7,893 7,374 7,273 
7,019 7,043 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26

その他経費 

投資的経費 

公債費 

扶助費 

人件費 

（百万円） (合計) 

(17,981)   (19,295)   (19,203)   (19,544)   (18,507)   (18,607) 



- 9 - 

 

 

(３)中期財政収支試算の概要（Ｈ２８～Ｈ３３）　※平成28年11月作成分

(端数調整のため1千円の差異が生じることがあります)

(単位：千円、％)

(２７年度) ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

歳入

地方税 2,971,651 3,074,615 3,057,446 3,024,400 3,043,353 2,995,732 2,945,607

地方交付税 7,157,531 6,983,827 6,628,264 6,679,992 6,575,903 6,477,378 6,513,415

国庫支出金 2,409,995 2,465,111 2,491,658 2,837,242 2,318,858 2,135,568 2,140,739

県支出金 1,591,274 1,575,335 1,577,924 1,667,067 1,431,877 1,370,283 1,371,992

地方債 2,858,024 2,105,663 3,161,154 3,320,577 3,064,363 1,716,366 2,051,869

その他 3,082,123 4,457,449 2,203,070 3,136,792 2,288,567 2,381,714 2,144,041

歳入計(Ａ) 20,070,598 20,662,000 19,119,516 20,666,070 18,722,921 17,077,041 17,167,663

歳出

人件費 2,600,295 2,849,662 2,769,551 2,702,536 2,843,775 2,712,639 2,758,390

扶助費 3,180,793 3,315,261 3,286,036 3,264,925 3,266,685 3,266,894 3,271,974

公債費 2,390,243 2,452,239 2,394,992 2,465,477 2,386,071 2,440,786 2,554,819

普通建設事業費 3,282,462 2,634,976 3,642,928 5,440,453 3,244,075 1,891,161 1,714,253

災害復旧費 254,420 275,227 0 0 0 0 0

物件費 2,644,448 2,726,840 2,681,600 2,642,804 2,587,519 2,560,180 2,507,084

維持補修費 108,638 99,577 104,556 109,784 115,273 121,037 127,089

補助費等 1,692,239 1,897,040 1,835,856 1,831,723 1,808,504 1,812,878 1,815,769

繰出金 2,239,495 2,448,074 2,481,480 2,458,746 2,482,797 2,535,395 2,557,371

その他 742,267 1,294,343 251,637 298,748 266,835 258,941 255,982

歳出計(Ｂ) 19,135,300 19,993,239 19,448,636 21,215,196 19,001,534 17,599,911 17,562,731

差引額(Ａ)－(Ｂ) 935,298 668,761 ▲ 329,120 ▲ 549,126 ▲ 278,613 ▲ 522,870 ▲ 395,068

基金残高 (２７年度)末 ２８年度末 ２９年度末 ３０年度末 ３１年度末 ３２年度末 ３３年度末

財政調整基金 4,098,954 3,882,311 3,553,191 3,004,065 2,725,452 2,202,582 1,807,514

減債基金 1,503,036 1,507,366 1,507,366 1,507,366 1,507,366 1,507,366 1,507,366

その他特目基金 4,440,809 4,118,745 3,822,168 2,600,109 2,182,516 1,767,943 1,627,748

年度末基金残高 10,042,799 9,508,422 8,882,725 7,111,540 6,415,334 5,477,891 4,942,628

財政指標 (２７年度) ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

経常収支比率 90.7% 97.6% 99.6% 99.1% 100.1% 99.9% 101.3%

実質公債費比率(３ヵ年平均) 9.2% 9.9% 9.6% 10.4% 10.7% 11.3% 11.8%

地方債残高 23,687,883 23,450,144 24,391,698 25,438,990 26,410,618 25,908,871 25,560,525

※注：この試算は毎年度見直しを行います。
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○ 歳入の状況 

ア、 地方税 

太陽光発電設備等に係る固定資産税の一時的な伸びが見られるものの、

人口の減少による住民税等の減により、地方税全体では微減となります。 

イ、 地方交付税 

合併算定替から一本算定への移行や人口減少による影響から減少とな

ります。 

ウ、 その他 

財源不足を賄うため、基金繰入金で対応します。 

 

○ 歳出の状況 

ア、 人件費 

       一般職員数は削減していくが、再任用が増加していくため、人件費とし

ては、それほど減少しません。 

イ、 扶助費 

 高齢者層の伸びや社会保障の増大等はありますが、人口減少により平

成 28（2016）年度をピークに微減となります。ただし、32 億円以上の

高位推移です。 

ウ、 公債費 

   各種普通建設事業の実施により、平成 27（2015）年度の 24 億円から

平成 33（2021）年度には 25 億円を超過するなど、高位推移が続きま

す。 

エ、 投資的経費 

 平成 33（2021）年度までは各種大型事業の伸びにより増加し、他の事

業は、ほぼ実施する余裕がなくなります。 

オ、 その他の経費 

 物件費、補助費等は事務事業の見直しを徹底することにより減少しま

すが、一部事務組合負担金や特別会計等への繰出金は、施設更新や社

会保障費の増により増加します。 

 

○ 財政指標の状況 

ア、収支の状況 

       平成 29（2017）年度には財源不足となり、その後 3 億円から 5 億 5 千

万円の財源不足が生じます。 

イ、 経常収支比率 

 平成 29（2017）年度では、99.6％、平成 31（2019）年度には 100.1％

となり、それ以降 100％を超える状態が継続します。 

ウ、 実質公債費比率 

   平成 32（2020）年度に 11.3％、平成 33（2021）年度には 11.8％とな

り、増加の傾向が続きます。 

エ、 積立金の状況 

 財源不足を補うため、平成 27（2015）年度で 56 億円ある財政調整基

金、減債基金を取り崩し、平成 33（2021）年度には、33 億円まで減少

します。基金全体でも、100.4 億円が 49.4 億円にまで減少します。 
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 地方交付税においては、現在、合併算定替による普通交付税の特例措置を受けていま

すが、平成 28（2016）年度から平成 32（2020）年度の 5 年間で増加額が段階的に縮

減されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

⑪ 合併後の杵築市をひとつの市として算定する交付税額（一本算定）ではなく、合併後 10 年間は合併前

の 1 市 1 町 1 村が存在するものとみなして算定した交付税額の合算額（合併算定替）を下回らないよ

うに交付される。（11 年目以降は段階的に縮減） 

※ 平成 17（2005）年 10 月に合併した杵築市においては、平成 18（2006）年度の交付税から、こ

の合併算定替の特例措置を受け、10 年を経過する平成 28（2016）年度からは段階的に縮減され

平成 32（2002）年度を最後に終了する。 

【交付税の合併算定替】
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５． 人口推移を踏まえた財政状況に関する考察 

 

  歳入面では、生産年齢人口の減少に伴う個人市民税の減少が予想されます。 

また、法人市民税は、企業業績の影響を大きく受けるため、大きな経済成長を見込

むことが難しい現状での、大幅な税収増は期待できません。 

全会計の根幹となる一般会計では、財政指標⑫の悪化、基金の減少、経常経費⑬の増

加等、財政的な危険信号が点灯されています。このため、一般財源総額の大幅な増額

は期待できない状況にあります。 

一方、歳出面では、少子高齢化に伴う扶助費等の義務的経費のほか、物件費、繰出

金などの経常経費も増加傾向していくものと考えられます。義務的経費のうち市職員

の定数管理の徹底により減少傾向にあった人件費においても職員給が増加傾向にあ

ります。 

また、地方交付税は、現在、合併算定替による普通交付税の特例措置を受けていま

すが、平成 28（2016）年度以降段階的に縮減され、平成 32（2020）年度を最後に特

例措置は終了します。更には、平成 33（2021）年度からは、元利償還金の 70％が交

付税措置される合併特例債⑭の発行もできなくなることから、こうした状況を見据え

た対応が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

⑫ 経常収支比率（義務的通常経費に経常的な一般財源がどの程度充当されたかをみるもの）、実質公債費

比率（実質的な公債費に費やした一般財源額の標準財政規模（標準的な税収入額と普通交付税額を合

算したもの）に占める割合）、将来負担比率（一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模に対する比率）、財政力指数（標準的な行政運営において徴収が見込まれる税収入等がどれだけある

か示す指数）など。 

⑬ 人件費、扶助費、公債費等の義務的通常経費。 

⑭ 市町村合併による、新市の公共施設建設などに充当できる地方債。事業費の 95％まで充当でき、償還

額の 70％が交付税措置されるもの。 
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６． 将来負担コストの課題 ⑮ 

 

将来の更新費用の推計（公共施設） 

 

 

現在の公共施設の総量を維持し、耐用年数に応じて建替えを行った場合、今後 40 年間で

765 億円、年平均 19.1 億円の財源が必要となります。少子高齢化を伴う人口減少社会を迎

え、生産人口も減る中で、将来の大幅な税収増は難しく、逆に扶助費等の増加によって、

公共施設の維持管理費に充てられる財源は減少することが予想されます。公共サービスを

維持し、縮減される財源の中、公共施設だけでなく道路・橋りょうの維持補修費用と分け

合うことから、現在の公共施設の総量維持は困難になります。持続可能な財政運営のため

にも、施設総量を見直し、計画的・効率的な更新が求められます。 

 

 

                                          

⑮ 財団法人地域総合整備財団が作成。（算出根拠等については、公共施設更新費用試算ソフト仕様書を参

照） 

 
直近５年平均 

公共施設投資的経費 
既存更新分 

及び新規整備分 
 

16.27 億円 

 

年更新費用の試算 
19.1 億円 
既存更新分 

及び新規整備分 
1.2 倍 

 

 
40 年間の 

更新費用総額 
 

765.7 億円 

 

現在までのｽﾄｯｸ 
19.1 万㎡ 

 
大規模改修 
築 30 年以上 50 年未満の公共施設の大規模改修 
建替え 

 
築 60 年以上の公共施設の建替え 
既存更新分 
新規整備分 

 
用地取得分 
既存更新分(5 箇年度平均) 

 
既存更新分＋新規整備分(5 箇年度平均) 
既存更新分＋新規整備分＋用地取得分(5 箇年度平均) 
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将来の更新費用の推計（公共施設及びインフラ資産） 

 

 

 

現在の公共施設とインフラ資産の総量を維持し、耐用年数に応じて更新を行った場合、

今後 40 年間で 2,081 億円、年平均 52.0 億円の財源が必要となります。これまでにかけた

投資的経費の年平均と比較して 1.8 倍になります。 

現状の更新経費より、今後の更新経費は大きくなることが予想されることから、より

精度の高い金額を把握し、さらに厳しくなる財政状況において、維持保全に係る予算の

確保が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 年間整備額 2,081.5 億円 

 

1 年当たり整備額 52.0 億円 

 
既存更新分 
＋新規整備分 
＋用地取得分 
(5 箇年度平均) 

 
既存更新分 
＋新規整備分 
(5 箇年度平均) 

 
既存更新分 
(5 箇年度平均) 

 

下水道整備額 

上水道整備額 

橋りょう整備額 

道路整備額 

公共施設整備額 

用地取得分 

新規整備分 

既存整備分 
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◆ 更新費用推計の手法 

ア．現在の公共施設等（公共施設・道路・橋りょう等）をそれぞれ設定した耐用年数

の経過後に現在と同じ面積・延長等で更新すると仮定して推計 

イ．公共施設については、建築から 30 年経過後に大規模改修（設備等）、60 年経過

後に建替え 

ウ．単年度に負担が集中しないように、大規模改修の修繕期間は 2 年間、建替え期間

は 3 年間に設定 

エ．公共施設等の面積・延長の数量データに更新単価を乗じることにより将来の更新

費用を推計 

オ．これまでの投資決算額を既存更新分、新規整備分及び用地取得分に分類して更新

費用の推計結果と比較 

 

◆ 更新の考え方と単価 

ア．公共施設 60 年で建替え（30 年で大規模改修） 

更新（建替え）［大規模改修についてはこの単価の 60％］ 

市民文化系、社会教育系、行政系等施設 40 万円／㎡ 

スポーツ・レクリエーション系等施設 36 万円／㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 33 万円／㎡ 

市営住宅 28 万円／㎡ 

イ．道 路 15 年で舗装部分の更新（打換え） 

一般道路 4.7 千円／㎡ 

ウ．橋りょう 60 年で架替え 

橋りょう 448 千円／㎡ 

エ．上水道管 40 年で更新 

導水管・送水管径 300mm 以下 100 千円／ｍ 

配水管      150mm 以下 97 千円／ｍ 

配水管      200mm 以下 100 千円／ｍ 

配水管      250mm 以下 103 千円／ｍ 

配水管      350mm 以下 106 千円／ｍ 

オ．下水道管 50 年で更新 

下水道管 124 千円／ｍ 
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更新費用の推計 

 

 既往実績（過去 5 年） 今後の推計 倍率 

B／A 単年平均 A 40 年累計 単年平均 B 

ア．公共施設 16.3 億円 765.7 億円 19.1 億円 1.2 

イ．道路 4.1 億円 762.9 億円 19.1 億円 4.7 

ウ．橋りょう 1.1 億円 112.4 億円 2.8 億円 2.5 

エ．上水道 2.3 億円 395.0 億円 9.9 億円 4.3 

オ．下水道 4.7 億円 45.5 億円 1.1 億円 0.2 

合 計 28.5 億円 2,081.5 億円 52.0 億円 1.8 

 

◆ インフラ施設の将来負担コスト  

公共施設等の問題を考える上で、建築物のみならず、インフラ施設（道路・橋りょう・

上下水道）の維持管理についても考慮する必要があります。これらインフラ施設は、社

会経済活動や地域生活を支える社会基盤として、日常の交通機能等とともに、防災対策

としても重要な役割を担っています。 

本市では、今後 40 年間このままインフラ資産を全て保有し続けた場合に必要なコス

トを公共施設と同様に一定の条件のもとで試算したところ、道路は 40 年間で 762.9 億

円、年平均 19.1 億円となり、これまでの投資的経費の 4.7 倍、橋りょうにおいては 40

年間で 112.4 億円、年平均で 2.8 億円はこれまでの経費の 2.5 倍となり、現状では更新

が困難であることが想定できます。 

このように、これまでの手法のままではインフラ施設全てを更新していくことが明ら

かに不可能であり、総量の見直し、更新時期の分散化、あるいは管理手法の見直しが必

要となります。 
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◆ 人口減少による将来負担コスト増 

 

現状の公共施設保有面積は約 19.1 万㎡で、市民一人当たり 6.17 ㎡を保有しており、

直近 5 年間における市民一人当たりの投資的経費は年平均 52,773 円です。 

現在の保有面積を今後も維持した場合は、人口減少の影響も考慮すると 40 年後には

79,649 円と実質的に現行の 1.51 倍以上の負担となる計算になります。 

一方、現状の投資的経費（既存更新費）を今後も維持した場合は、更新できる保有面

積は 10.3 万㎡まで減少することとなり、2 分の 1 の施設が維持できなくなる計算とな

ります。現在の教育施設と市営住宅等を合わせた総床面積が 10.3 万㎡ですので、相当

の公共施設を廃止しなければならないことになります。 

また、インフラ施設においては公共施設より負担が増加する傾向にあり、道路につい

ては、今後一切の新規道路建設を行わず、これまで整備した道路の維持更新のみを行っ

たとしても、一人当たりの年間負担額は 13,274円から 79,649 円に、橋りょうでは 3,561

円から 11,676 円に、上水道では 7,446 円から 41,284 円にまで負担の増額が必要となり

ます。下水道では 15,216 円から 4,587 円に負担の減額となります。 

 

人口減少も考慮した将来負担の推計 

 

 既往実績（過去 5 年平均） 40 年後の推計 

倍率 

B／A 

人口 30,887 人⑯ 23,980 人 

 

単年平均 単年平均 

負担総額 
1 人あたり

A 
負担総額 

1 人あたり

B 

 

投資的経費 

公共施設 16.3 億円 52,773 円 19.1 億円 79,649 円 1.51 

道路 4.1 億円 13,274 円 19.1 億円 79,649 円 6.00 

橋りょう 1.1 億円 3,561 円 2.8 億円 11,676 円 3.28 

上水道 2.3 億円 7,446 円 9.9 億円 41,284 円 5.54 

下水道 4.7 億円 15,216 円 1.1 億円 4,587 円 0.30 

合  計 28.5 億円 92,271 円 52.0 億円 216,847 円 2.35 

 

 

 

 

                                          

⑯ 平成 27（2015）年 3 月 31 日時点における本市の人口。（住民基本台帳） 
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第３章  公共施設のあり方に関する基本的な方針 

                                     

 

１. 公共施設の適正化 

 

本市の公共施設等総合管理計画は、市民の安全・安心を確保し、子どもや孫の世代が

安心して暮らせる地域社会を築いていくために、将来を見据えて、最適で最良なサービ

スを提供できる施設を目指します。そのためには、計画的に施設の集約化や老朽施設の

廃止を推進することで、今後 20 年間で 30％の保有面積を削減することとします。 

 

（１） 施設の適正配置と集約化 

保有する施設について、人口減少や人口構造の変化を見据え、全体面積の削減を

含めた適正配置を検討します。 

また、これまでに計画がない新規の施設整備事業については、単独施設の新規整

備は行わず、施設の統廃合、複合化、多機能化を基本とし、施設運営時の維持管理

経費を縮減します。 

 

（２） 既存施設の有効活用 

利用率が低い施設や余剰スペースは、用途変更や他施設への機能移転などを進め

ることで、既存施設の有効活用を図ります。 

 

（３）施設の譲渡、廃止等 

   利用者が特定の地区住民や特定団体などに固定している施設については、関係団

体等への移転や譲渡等を検討します。 

   利用率が低い施設については、売却や貸付等を検討し、長期の活用が見込めない

施設等については廃止します。その場合は老朽化による破損等で周辺の環境、治安

に悪影響を与えないよう、施設の取壊しを行います。 

 

（４）施設の耐震化 

   建設から一定期間を経過した施設は耐震診断のうえ、必要に応じて計画的に耐震

補強工事を実施します。しかし、建設から 30 年以上経過している施設については、

耐震化の投資効果が短期間となることから、慎重に対応することとし、耐震性のあ

る既存の施設への機能移転を視野に入れながら検討を行います。 
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（５）国、県の施設の相互利用及び近隣市町との共同設置 

   施設の更新にあたっては、効率的な運営を行う観点から、サービス提供のための

施設等を全て自らが整備することを前提とせず、国、県の施設の相互利用や近隣市

町との施設の共同設置も検討します。 

 

 

２. 公共施設等の適切な維持管理 

 

本市が保有し維持管理を行っている施設については、計画的に長寿命化、機能強化、

省エネルギー化等を進め、維持管理に必要となる財政負担の平準化、軽減を図るととも

に社会環境や役割の変化に応じた、誰もが安心して利用できる施設づくりを目指します。 

インフラ施設は、費用対効果を考慮し、新設や更新をバランスよく実施します。 

 

（１） 長寿命化 

保有総量の最適化や保有資産の有効活用を検討した結果、継続して保有すること

とした施設については、大規模改修の周期を待たずに、必要に応じて破損、故障が

発生する前に、計画的に長寿命化を行い、財政負担の平準化及び施設の延命化、維

持管理費の削減を図ります。 

 

（２）機能強化 

   利用者の安全性の確保と利便性の向上を図るため、施設の更新時にはユニバーサ

ルデザイン⑰の視点を取り入れた整備を行います。 

 

（３）省エネルギー化 

エネルギー消費量の多い照明設備や空調設備等について、計画的に改善するなど、

省エネルギー化を推進します。 

また、維持管理費が高額な施設については、原因を分析し経費の削減を図ります。 

 

（４）地域ごとの公共施設等の在り方 

市町村合併前の行政区域にとらわれず、相互に関連する公共施設等の立地環境も

考慮した適切な配置を行います。 

 

 

                                          

⑰ 「すべての人のためのデザイン」を意味しており、年齢や障害の有無などに関わらず、最初からでき

るだけ多くの人が利用できるように意図してつくられた製品・情報・環境のデザイン。 
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（５）その他 

  ア、「使用料金の見直し」をすることによって施設整備費用やランニングコスト⑱

の回収を行います。 

  イ、既存施設の生産性向上およびランニングコストを抑えるための施設整備（人件

費削減のためのＩＴ化など）を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

⑱ 施設を運営管理するために必要な費用（光熱水費、修繕料等）。 
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３．施設類型ごとの管理に関する基本的な考え方 

 

（１）学校教育系施設（小学校、中学校等） 

   平成 20（2008）年度に 21 校あった小中学校が、統合により平成 28（2016）年

度までに 14 校になっています。さらに平成 29（2017）年度には、上小学校を山

香小学校に統合することになっています。 

小学校、中学校については文部科学省が公表した「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引き～少子化に対応した活力ある学校づくり向けて～」

を参考にしながら、地域コミュニティの核としての学校のあり方や特性を十分考慮

し、今後の方針を検討する必要があります。幼稚園についても少子化の見通しを踏

まえて、適正規模・適正配置を検討します。 

   学校給食センターについては、杵築地域に杵築調理場、山香地域に山香調理場を

設置しています。双方とも老朽化が進み更新の時期をむかえており、小中学校の再

編とあわせて、今後の給食センターのあり方を考えていく必要があります。 

 

（２） 市営住宅 

市営住宅の効率的な活用を行うために、予防的修繕を実施し、長寿命化を図ると

ともに、ライフサイクルコスト⑲の削減を行います。中には、建築から 50 年を超

える住宅もあり、これからの利用者ニーズの動向を踏まえ、取り壊しや建て替え等

の検討を行わなければなりません。 

 

（３）行政系施設（市役所庁舎等） 

 杵築本庁舎、山香庁舎、大田庁舎の 3 つの施設があります。中でも杵築本庁舎は

8 年後には耐用年数が到来し、庁舎の長寿命化や建て替えも見据えた検討が必要な

時期が近づいてきています。庁舎は、防災の拠点となることなどを踏まえ、耐震性

や安全確保の観点を重視しつつ、今後のあり方を検討しなければなりません。 

 

（４）スポーツ・レクリエーション系施設（文化体育館、観光交流センター等） 

体育館や野球場、多目的広場など地域の住民が利用する施設については、利用状

況などを考慮して、今後の更新を検討していきます。 

また、広域利用が可能な施設については、周辺市町との共同利用など、広域的な

観点での配置を検討していきます。 

 

 

                                          

⑲ 施設の使用開始（設計、施工含む）から中止（解体、廃棄含む）までに発生する全ての費用。 
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（５）病院施設（山香病院） 

 山香病院は、昭和 55（1980）年度に建設されて耐用年数も経過し、老朽化も進

んでいることから、更新の時期をむかえています。今後は、施設の利用状況を考慮

し、適正規模の施設建設へ向けて在り方を検討します。 

 

（６）市民文化系施設（公民館、集会所等） 

   地区公民館は、各地区における市民活動の拠点として位置付け、そのために必要

な集会機能等を確保しながら、利用者数や地区の実情などを考慮して見直しを行っ

ていきます。老朽化した施設の建て替えなどの検討にあたっては、他の施設類型の

集会機能を含めて集約化を進めることや、他の機能との複合化を検討していくこと

で、スペースの有効活用を図ります。 

 

（７）医療保健福祉施設（健康福祉センター、健康推進館、老人いこいの家等） 

 健康の増進と福祉の向上を図るために、多様化する住民ニーズを的確に把握する

とともに、これまでの施設の利用状況を考慮し、役割や機能、特性に合わせた維持

管理を行います。 

 

（８）産業系施設（杵築ふるさと産業館等） 

   ふるさと産業館はオープンから 20 年を経過していますが、今後の消費者ニーズ

の動向を踏まえ、行政として維持することの必要性を検討していきます。 

 

（９）社会教育系施設（図書館等） 

   現在の市立図書館は、昭和 53（1978）年度に建設されたもので、老朽化も進ん

でいることから、移転新築を行います。今後は、より多くの市民に利用してもらう

ため、山香図書室や大田図書室とあわせて、適正な図書館機能のあり方を検討しな

がら地域の情報拠点である図書館となることを目指します。 

 

（１０）消防施設（消防機庫等） 

   消防団の消防機庫は市内に 44 カ所ありますが、今後の人口減少を考慮し、消防

団再編も視野に入れながら、耐用年数を経過して著しく老朽化の進んだ施設から更

新を検討する必要があります。 

 

（１１）公園（トイレ） 

   公園のトイレは、ほとんどの施設の床面積が 100 ㎡以下と小規模で、公共施設

全体の中に占める割合は 0.3％と多くありません。今後の公園利用者の動向を踏ま

えながら維持管理を行っていきます。 
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（１２）その他 

◆ 子育て支援施設（児童館、こども園等） 

   児童館、こども園、児童クラブについては、全て 10 年以内に建築されたもので

すが、小学校の敷地内もしくは近隣に設置している施設であることから、小学校の

施設管理や施設整備とも整合性を図り、運営コスト面や集団保育のニーズ等を踏ま

えながら施設運営のあり方を検討します。 

 

◆ インフラ施設 

   構造物の状態を客観的に把握・評価し、中長期的にコスト削減を目指したアセッ

トマネジメント⑳による取り組みを推進するとともに、今後の財政推計を踏まえた

うえで、重大かつ致命的な損傷となる前に、予防的修繕を実施することとし、健全

な状態を維持しながら長寿命化を図ることで、ライフサイクルコストを縮減します。 

   また、役割や機能、特性に合わせた更新時期の決定を行い、優先順位を考慮しな

がら適正な維持管理を図ります。 

 

○ 道路 

市道の整備については、本市の財政状況を踏まえ、緊急性や重要性を考慮し

て整備を行っていくこととします。また、既存の市道については、利用状況を

踏まえながら、これまでどおり維持管理を行っていきます。 

また、維持管理については、トータルコストの縮減を目指して、計画的かつ

予防的な取り組みを行い、道路利用者の安全確保に努めます。 

 

○ 橋りょう 

 橋りょうについては、定期的な健全性の把握を行い、緊急性や重要性を考慮

して、「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき適切な維持管理を行うことにより、

道路利用者の安全確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

⑳ 資産（アセット）の状態を的確に把握・評価し、計画的かつ効率的に管理及び利活用（マネジメント）

する手法。 
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○ 上下水道 

 上下水道は、市民生活に直結する重要なインフラであるため、定期的な施設

の点検・診断・修繕を実施するなど適切な管理を行い、トータルコストの縮減

に努めます。 

 また、施設の状態を健全に保つために、計画的な管渠更新により耐震化をは

かり、可能な限りの長寿命化に取り組みます。 

 

○ ケーブルテレビ 

 ケーブルテレビ開始から 12 年が経過し、設備更新の時期を迎えています。

ケーブル網やヘッドエンド㉑の更新にあわせて、ケーブルテレビの運営見直し

について、公設公営から公設民営にむけての取り組みを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

㉑ 映像や音声の送出設備 
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第４章  計画の推進に向けて 

                                     

 

１． 取り組みについて 

 

公共施設のマネジメントの効率的・持続的な推進を図っていくためには、本計画の実

効性を確保するとともに、全庁的な視点をもって、全体の進行管理を担う統括部門と、

各公共施設等を所管し、維持管理する実施部門が、相互に連携しながら、計画の進行管

理に取り組みます。 

 

（１）施設情報の詳細把握 

施設情報の詳細把握が必要な公共施設については、利用状況やコスト情報等、ソ

フト・ハード両面にわたる情報を詳細に把握し、「施設カルテ」として取りまとめ、

施設情報のデータベース化を進めます。 

また、すべての施設情報を一元的に管理し、全庁的な共有化を図る必要があるこ

とから、新会計システムの導入に伴う「固定資産台帳」を活用し、一元化された情

報を基に、施設の集約化や統廃合の検討を行います。 

 

（２）統一的な評価基準に基づく施設評価 

総合的・全庁的な観点から施設の今後のあり方を検討するため、施設カルテ、固

定資産台帳等の情報を活用し、統一的な評価基準を構築したうえで、各施設の評価

を実施します。そのうえで、公共施設の長寿命化における優先順位付けや施設運営

の見直し等を実施します。 

なお、施設評価にあたっては、学校、公営住宅等、各施設の性能や運営形態の違

いに配慮しながら、検討を進めます。 

 

（３）予算の確保 

計画の速やかな実行については、財政的な裏付けがあって、はじめて実行可能と

なります。したがって、本計画を実行していく過程での施設の廃止、統合、更新等

にともなって生じる経費については、補助金や地方債の活用を含めて、全体の予算

編成を踏まえながら、財政担当課と協議を行いながら財源確保に努めます。 

 

（４）官民共同 

計画を着実に実行していくためには、住民サービスの受益者である市民の皆様の

理解と協力が必要不可欠です。市民の皆様には、本市が直面する現状を十分認識い
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ただき、これまでのような限られた範囲ではなく、市民の皆様を含めた市全体とし

て公共施設の在り方を考えていかなければならないことを理解していただく必要

があります。 

そのため、本市の財政状況や公共施設の保有状況について、広報誌やホームペー

ジといったあらゆる手法を用いて積極的に情報公開するとともに、必要に応じて説

明会などを開催することとします。 

また、市職員についても、これまでのように既存施設の存続を前提とした考えを

捨て、建物やインフラの現状、財政状況を十分に理解した上で、保有総量の最適化

を図る意識を常に持つとともに、経営的な観点に立ち、既存施設をいかに効率的か

つ効果的に活用できるかといった創意工夫の意識を自らが持てるよう、より一層の

意識改革に努めます。 

本計画を策定することによって、市民の皆様と市職員が、本市の現状について同

じ認識を共有し、今後の公共施設について、将来に負担の残らない最適な手法によ

り、管理・運営できるよう、議論、検討、実践していかなければなりません。 
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